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研究成果の概要（和文）：本研究では、内外の研究者や経済産業研究所と連携しながら、1874-2009年について都道府
県別に産業構造・人口変動・生産性を分析するための基礎資料となる3つのデータベースを完成させ、これに基づいて
、明治期以来の経済発展が地域間経済格差に及ぼした影響、高齢化が地域の生産性と産業構造に及ぼした影響、生産の
海外移転等による工場閉鎖が地域の生産性に及ぼした影響、東日本大震災の地域経済への影響等について、分析を行っ
た。

研究成果の概要（英文）：Involving researchers from Japan and abroad, and conducted in collaboration with 
RIETI, this project consisted of two major elements. The first was the construction of three databases 
for the analysis of industrial structures, population dynamics, and productivity at the prefecture-level. 
The second was a comprehensive analysis based on these databases of the impact of economic development 
since the Meiji period on prefectural economic inequality, the impact of population aging on prefectural 
productivity and industrial structure, the impact of the closure of domestic production bases due to the 
transfer of production overseas on prefectural productivity, and the impact of the Tohoku Earthquake on 
regional economies.

研究分野： マクロ経済学、国際経済学、経済史
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
戦後の地域間所得格差のダイナミックス

については、Barro and Sala-i-Martin (1991)
を嚆矢として最近では EU 内の地域間労働生
産性格差に関する Montresor et al. (2012)
など、経済収束の視点から数多くの実証研究
が行われてきた。日本についても Barro and 
Sala-i-Martin (1992)、Shioji (2001)等、
労働移動にも留意した興味深い諸研究があ
る。なお、各国間の所得・労働生産性格差に
関する最近の研究では、Easterly and Levine 
(2001)や EU KLEMS データベース・プロジェ
クトに代表されるように、資本ストックや労
働の質を推計し、人的・物的資本蓄積や産業
構造の変化、産業別の全要素生産性（TFP）
の動向等で所得・労働生産性格差の収束や発
散を説明しようとしている。しかしこのアプ
ローチは、1 国内の地域間所得格差に関する
研究ではあまり採用されていない。これは、
必要な国内地域別データを得ることが難し
いためであると考えられる。本研究では、こ
のような分析を長期間にわたって可能にす
るデータベースを、日本について構築する。 
 
この他、空間経済学の分野では、Faberman 

and Freedman (2012)や Fukao et al. (2011)
など産業集積と生産性に関する研究が多数
あるが、大部分は、製造業など一部の産業に
限定されたミクロデータに基づく分析であ
り、その結果はマクロレベルの地域間所得格
差の説明には直接使われることは希であっ
た。本研究では工業統計調査と整合的な産業
別地域データを整備することにより、製造業
については、産業レベルの労働生産性格差を
工場レベルの資本労働比率、TFP 格差等で説
明することを可能にする。 
 
県民経済計算をはじめ地域統計が充実し

ている日本では、県別に資本ストックやマク
ロレベルのTFPを計測し経済収束の原因を探
った深尾・岳 (2000)の研究や、更に進んで、
内閣府による「地域勘定の民間企業資本スト
ックの推計」の産業別民間資本ストックを用
いて県別産業別 TFP を計測し、財政政策の地
域効果を分析した樋口他 (2003) のような
研究もある。しかし、深尾・岳は産業構造の
変化を考慮しておらず、樋口他が使っている
資本ストックデータは製造業以外では労働
投入の情報を使って県別投資を推計してい
るなど、改善の余地が大きい。 
 
本研究では、袁他 (2009)、Bassino et al. 

(2012)で行った 1890 年から 1940 年までのベ
ンチマーク年に関する県別産業別労働生産
性の推計と分析を、1870 年代までの遡及や
1909 年以降の暦年データ作成等により拡充
する。また江戸時代への GDP 推計の遡及も試
みる。この分野では一橋大学が世界の研究を
リードしており、更なる成果が期待できる。 
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２．研究の目的 
地方を中心に急速に進展する高齢化・過疎

化や製造業で加速する生産の海外移転等に
より、地域間所得格差や産業の地域分布の動
向、地方財政の維持可能性、等について不確
実性が高まっている。本研究では、日本の府
県間所得格差と要素投入・生産性などサプラ
イサイドからみた格差の決定要因の動向を
1874 年から 2009 年までという長期的な視点
で分析し、経済発展や人口変動、企業立地等
が地域間所得格差を変化させてきたメカニ
ズムを明らかにする。また、都道府県別産業
構造と生産性に関する長期データベースを
構築・整備することにより、都道府県レベル
の分業構造と所得格差に関する研究のため
の公共財を学界に提供する。更に、新しいデ
ータベースと分析結果に基づき、少子高齢化
や製造業の空洞化が地域経済にどのような
影響を与えつつあるか、東日本大震災が地域
の産業構造や生産要素投入、生産性格差に与
えた影響など、日本経済にとって喫緊の政策
課題についても検討を行う。 
 
本研究は少なくとも 4つの特色を持つ。 

（１） 江戸時代から 2009 年までと、極めて
長期間について、地域間格差の変遷
とその背後にあるメカニズムを新古
典派成長理論モデルと整合的な形で
明らかにするデータベースを構築す
る。日本を対象にしたこのような包
括的なデータベースは作成されてお
らず、海外でもほとんど前例が無い。 

（２） 人口減少や高齢化、人口の地域間移
動など、人口変動が地域間格差に与
える影響の分析に特に注力する。 

（３） 工業統計表ミクロデータを用いて、
地域間の生産性格差を企業や事業所
のレベルから説明することを試みる。 

（４） 作成したデータベースを原則として
全て公開する。 

 
３．研究の方法 
利用できるデータの精度に応じ、3 つの都

道府県データベースを整備した。 
(1) 産業別に資本投入や TFP を計測する「都

道府県産業生産性データベース（R-JIP
データベース：1970‐2009 年」 

(2) 戦後長期間についてマクロレベルで資本
蓄積や人口移動、TFP を計測する「戦後
期日本府県データベース：1955‐2008年」 

(3) 明治初期から人口移動や産業別労働生産
性を計測する「戦前期日本県内総生産デ
ータベース：1874‐1940 年」 

 

これらのデータベースを、成長会計の手法
等を用い、人口変動・資本蓄積（戦後期の
み）・TFP（戦前期は労働生産性）・産業構造
が地域間所得格差縮小に与えた影響を分析
した。また江戸時代に関する推計や、工業統
計調査ミクロデータを用いた技術知識の地
域間スピルオーバーと企業立地企業が地域
の産業構造や地域間所得格差に与えた影響
の分析を、下記のとおり行った。 
 
① 資本ストックの地域分布が高い精度で

計測可能な 1955－2008 年を対象とし、
マクロレベルで見た各県の資本蓄積や
TFP 水準の格差縮小が経済収束に与えた
影響を分析した。その際、労働移動や政
府による資本移転、地域間資本移動が果
たした役割にも注目した。また 1970 年
以降については、経済産業研究所と一橋
大学の共同プロジェクトによる「都道府
県産業生産性データベース（P-JIP デー
タベース、仮称）」を整備し、産業構造
変動の原因や産業別TFPの地域間格差が
どのように推移したかも分析した。
P-JIP では、非製造業の資本ストック推
計について「建築統計年報」や JIP デー
タベースを用いており、前述した内閣府
のデータよりも優れた推計結果が得ら
れた。また企業による対外直接投資やグ
ローバル・バリューチェーンの構築が地
域の産業構造や地域間所得格差に与え
た影響も分析した。 

② 資本ストックの地域間分布の推計が困
難な第二次大戦以前から 2009 年までの
超長期の動向を対象とし、労働生産性や
産業構造の視点から分析を行った。袁他
（2009）で行った 1890 年から 1940 年ま
でのベンチマーク年に関する県別産業
別粗付加価値・就業者数の推計を拡充し、
1955 年以降に関する内閣府県民経済計
算統計と接続することにより 1874 年か
ら 2009 年までの長期について分析をし
た。また、既存の農業生産推計に都市化
率やプロト工業化の情報を加え、明治期
以降の地域発展の出発点を規定した江
戸期の地域間所得格差についても推計
した。 

③ 1980 年以降の製造業については、工業統
計調査の工場レベルミクロデータを用
い、工場間の技術知識の伝播や生産性の
高い企業と低い企業で立地選択がどの
ように異なるかにも注目しながら、TFP
の地域間格差の動向を規定した要因を
分析した。 

④ 国立社会保障・人口問題研究所の 2010
年国勢調査に基づく都道府県・市区町村
別人口予測を活用し、日本の今後の人口
変動が産業構造や地域間労働生産性格
差に与える影響についても分析した。 

⑤ P-JIP データベースを、地域別支出総合
指数や地域別生産指数などを用いて延



長推計することにより、東日本大震災の
経済的影響や各地域の生産性格差への
影響を分析した。 

 
４．研究成果 
本研究は、内外の研究者と緊密に連携しな

がらプロジェクトを進めることにより、世界
でもトップレベルの質の高い研究を行い、ま
た国際比較研究にも寄与しただけでなく、少
なくとも次の 4つの特色がある。 
（１） 江戸時代から 2009 年までと、極めて

長期間について、地域間格差の変遷
とその背後にあるメカニズムを新古
典派成長理論モデルと整合的な形で
明らかにするデータベースを構築し
た。日本を対象にしたこのような包
括的なデータベースは、今まで作成
されておらず、海外でもほとんど前
例が無かった。 

（２） 人口減少や高齢化、人口の地域間移
動など、人口変動が地域間格差に与
える影響の分析に特に注力したもの
となった。 

（３） 工業統計表ミクロデータを用いて、
地域間の生産性格差について、企業
や事業所のレベルから説明した。 

（４） 作成したデータベースを、ウェブ上
で内外に広く公開した。 

 
また、本研究の成果が及ぼす効果について

は、次のことが指摘できる。 
 
（1）日本経済の将来にとって極めて重要な

人口変動と地域間格差の問題について、
確かな知見を得た。 

（2）整備・公開する 3つのデータベースは、
学界の公共財として今後多くの研究者
に利用されると考えられる。 

（3）製造業については、ミクロデータを使
った分析により、地域間の生産性格差
に企業の研究開発活動や立地選択が与
えた影響を明らかにすることが期待で
きる。 

 
以下に、年度ごとに得られた研究成果を報

告する。 
 

<平成 25年度 >当初目的とした 3つの地域デ
ータベースを９割方完成させると同時に、
「技術知識の地域間スピルオーバーと産業
立地」班で研究を進め、研究開発・イノベー
ション・生産性(RDIP)データベースも作成し、
R-JIP および RDIP は、ウェブ上で公開した。 
 
<平成 26年度 >江戸時代以降の地域間経済格
差と産業構造に関するデータベースを作成
し、一橋大学の長期経済統計がこれまでカバ
ーしていなかった 1985 年以前のうち、1874
年の全国、都道府県別GDPの推計を行うなど、
新しい成果を得た。また新推計を使って地域

間経済格差、産業構造、人口高齢化、所得分
配、および貧困に関する研究を進めた。 
 
<平成 27 年度>ディスカッション・ペーパー
としてまとめた論文の多くは、英文学術誌に
投稿済み・投稿予定であり、できるだけ多く
の刊行を目指している。またデータの作成方
法については、2014 年度に刊行した Fukao et 
al. Regional Inequality and Industrial 
Structure in Japan: 1874-2008 に既に記述
したが、推計方法の更に詳しい説明や、新た
な分析結果をまとめて、本として東大出版会
からの出版を計画している。 
なお、作成したデータのうち未公開のデー

タは、現在進めているチェック・新しい知見
（例えば 1890－1955 年の GDP に関する新推
計等）に基づく改訂が終わり次第、公開する
予定である。 
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